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 分析班の取組 

 はじめに 

 2018 年度の埼玉県学力調査について 

本報告書は委託調査「埼玉県学力・学習状況調査のデータを活用した効果的な指導方法に

関する分析研究」の 2018 年度の報告書である。埼玉県学力・学習状況調査はそのデータの

特質から、小学校高学年から中学生の児童・生徒の発達について認知能力・学習方略及び非

認知能力・その他の生活項目を包括し調査した日本において非常に貴重なデータとなって
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いる。然るにその特徴とは、(1)測定方法として IRT を用いており年度間•学年間の能力比

較が可能であること、(2)悉皆調査であり、小学校４年生から中学校３年生の約３０万人を

対象としていること、(3)各児童・生徒が毎年受けるため、児童・生徒の経年比較が可能と

なっていることの 3 点である。これらの非常に有意義なデータを用いて、埼玉県内の学校

改善、児童・生徒の幅広い学力向上に寄与する成果を出すことを目標としてこの調査は行わ

れた。 

 当該調査は 2015 年度より始まったものであり、本報告書はその 4 年目の成果に当たる。

その報告書ではこれまで次の様な指摘を行なってきた 

 

1. 学力と学習方略や非認知能力の間の正の関係性 

2. 学校・教員の効果の存在と学校や地域•教員らによる良い学習環境作りの重要性 

3. 児童・生徒達の学力成長の特徴 

4. 学習方略及び非認知能力や主体的・対話的で深い学びが社会経済的に課題のある児

童・生徒の学力向上に持つ影響の可能性 

  

 今年度はそれらの知見を更に深めていくことが期待される。その際に、今年度の調査につ

いての特筆すべき進歩として以下の点を挙げることができるだろう。 

 

1. データの蓄積の更なる進展 

 

1. として特に学習方略及び非認知能力については、ある個人について今年度では 3 年分

のデータを得ることができた。このことにより、ある児童・生徒の学習方略及び非認知能力

が経年でどのように変化していったかについてより確からしく分析することが可能になっ

た。 

 

 今年度の報告書の概要について 

以上の、今年度進歩した点を踏まえ、以下のポイントに注力して議論を行う。 

 

1. 生徒の長期的な能力形成について 

2. 学校の効果について 

 

1 では生徒の長期的な能力形成を扱う。これまでの分析と異なり、生徒の３年ないしは 4

年間での変化を扱う中で、学力を伸ばし続けていく児童・生徒はどのような特徴を持ってい

るかを考えた。また学習方略及び非認知能力について、どのように学力と関係しているかを

考えた。その結果、過去の能力によって現在の能力は相当程度規定されるが、その程度は児

童・生徒の発達段階や能力によって異なることを確認した。継続的な学力の形成を行えてい
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る児童・生徒の特徴として逃避すること無く継続的に学習しているという点を指摘した。ま

た、教員からの児童・生徒サポートの有無が継続的な学力の形成と関係がある可能性を確認

した。また児童・生徒の学習方略や非認知能力と学力の継続的な形成の間の関係性を検討し

ていく中で、学習方略や非認知能力においてもその継続的な促進が学力の形成においても

重要である可能性を指摘した。 

2 では学校が児童・生徒に与える影響について考えた。特に、学力や学習方略・非認知能

力を伸ばした学校がどのような学校であったかという点に注意しながら分析を行った。そ

の結果、児童・生徒の能力を伸ばした学校というのは、その能力の対象が国語や算数・数学

若しくは諸学習方略・非認知能力と変わってもある程度一定であることを確認した。さら

に、能力を伸ばした学校の特徴として、いじめや不登校といった学年の状況が重要であるこ

とを指摘した。 

 

 生徒の長期的な能力形成 

 学力 • 学習方略及び非認知能力の推移 

本章では児童・生徒がどのように学力や学習方略及び非認知能力といった諸能力を形成

しているかについて、長期的な視野に立って分析を行う。このテーマについてはこれまでの

報告書でも多く扱ってきたトピックであり、これまでの報告書で報告されてきたのは 

 

1. 学力については平均的に順調に能力蓄積が行われている一方、学習方略や非認知能力

については小学 4 年段階で既に一定程度獲得しており、その後は水平に推移している

こと 

2. 学力においては前年度までの蓄積を引きずる。特に算数•数学においては、 学年が上が

ることにその傾向が強くなること。 

3. 学習方略及び非認知能力は学力に比べ移ろい易いため、施策手当によって変容させや

すい可能性があること 

4. 一方でその能力の格差の固定化傾向は学年が上がるほどに高まっていくことを確認し、

教育施策などによる手当は早期のほうが望ましい可能性 

5. 特に学習方略及び非認知能力の格差固定化傾向については、学級の雰囲気が強く関係

を持っていること 

 

という事実である。一方で、これらの分析の限界として「前年に比べて能力は上がったか？」

という比較的短いスパンの調査に終始したという点を挙げることができる。確かに能力の

上昇は非常に重要な問題であるが、その前提として上昇した能力が長期的に維持されてい

なければ人的資本が形成されたと言えない。例えば、ものすごい量の学習時間を確保するこ

とである年で能力が上がったとしても、次の年で勉強をしなくなり能力が下がってしまう

ような事態は望ましくない。そのため、この章では長期的な視野に立って児童・生徒の能力
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成長がどのようになっているかついて理解することを試みる。 

 最初に、埼玉県における平均的な能力の蓄積の様子を確認する。埼玉県学力調査の特徴と

して大規模な追跡調査である点を挙げることができ、具体的に述べれば小学 4 年生だった

児童が中学 3 年生の時にどのような生徒であったかを把握することができる2。次の図表は

2015 年からの児童・生徒の平均的な認知能力及び学習方略・非認知能力について3、学年別

に平均値をプロットした図表である。 

  

                                                      

2 現在はその 4 年目である。 

3 これらの定義については付録の 1.4.1 を参照のこと。 



 7 

 

 

 

図 1 学力の推移(2015 年-2018 年、学年集団ごと) 

横軸は学年を表し、縦軸はスコアの平均を表す。各々の線は学年集団を表し、学年を経た時の学力の推移をプ

ロットしている。 
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 図 2 学習方略及び非認知能力の推移(2015 年-2018 年、学年集団ごと) 

横軸は学年を表し、縦軸はスコアの平均を表す。各々の線は学年集団を表し、学年を経た時の学習方略及び非認知

能力の推移をプロットしている。 
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 図 1 において、横軸は学年を表し縦軸は学力推定値を表す。各プロットにおいて学年集

団ごとの平均的な学力の推移を示した。例えば、右のボックス、国語についての図では、

2015 年に 4 年生だった集団(緑線)は 2015 年では-1.5 程度の成績を平均的にとり、その後、

2016 年には-0.5 以上程度の成績を平均的にとり 2017 年には 0 以上程度の成績を平均的に

とっている。図表から分かる通り、すべての学年集団は学年経過と共に線形に学力を増加さ

せている。また学年集団間で大きな成績ギャップも見受けられない。このことから、埼玉県

は全体としては、学年をまたいで線形に堅調な学力形成を行えていることがわかる。 

 図 2 において横軸は学年を表し縦軸は各学習方略及び非認知能力を表し、各プロットに

おいて学年集団ごとの平均的な学習方略及び非認知能力の推移を示した。学習方略及び非

認知能力については学力とはそれぞれ別の傾向を持っていることを観察することができる。

すなわち、学習方略及び非認知能力については一貫した傾向は見受けられず学年/年度によ

って応じた値があり、学力のような線形に向上する傾向はないことを見てとることができ

る。この傾向が意味するところは曖昧であるが、昨年度の報告書では２通りの解釈を示し

た。すなわち、もともと学習方略及び非認知能力は小学 4 年生段階である程度形成されて

いるのではないかという可能性と、発達として児童・生徒の発達に応じた回答傾向を示して

いるに過ぎないという可能性である。これらの解釈のうちどちらが正しいかということに

ついての理解には慎重にならなければいけない。 

 一方、学習方略及び非認知能力について全体的な傾向が見えない中での例外として、特に

中学 2 年生になるときには多くの学習方略及び非認知能力で落ち込みを観察できる点を指

摘することができる。例えば学習方略(図 2 の上段左)をみると、すべての学年集団で中 1

から中２にかけて平均的に学習方略の落ち込みを観察することができる。埼玉県学力調査

は毎年 4 月に行っていることを考えると、中学 1 年生の間に学習方略について落ち込みが

生じると考えることができる。一方でこの事実の解釈は難しい。非認知能力を経時的に調べ

た調査は少なく、この観察事実が学習方略・非認知能力についての発達の自然な特徴なの

か、それとも他の理由に依るものなのかは注意深く考えていく必要がある。 

 これらの図表からわかることは昨年度までの報告書で記したものと大きな差があるもの

ではなく、この分析の大きな課題は学年全体の平均的な姿を描写しているに過ぎないとい

う点である。生徒は一人一人異なった成長の仕方をしていくわけであり、すなわち中には大

きく成長した児童・生徒がいればなかなか能力の成長に恵まれなかった児童・生徒もいる。

彼らを同時に議論することはそのような個人個人の発達の違いを捨象することになる。し

かしそのように捨象した情報の中には児童・生徒の成長を考えるにとって重要な情報が存

在する。例えば、最終的に等しく成長した 2 人においても片や小学校までは非常に良い成

績を収めるがその後中学校の勉強に適応できず学力の形成が落ち着いてしまった生徒と、

小学校までは学習に動機付けされず比較的学力レベルが低かった生徒が中学より動機付け

を獲得して急に成績を伸ばしたとしよう。彼ら二人を同様に扱うのは難しく、またどのよう

な指導をするべきかもまた同様ではないはずである。そのため、以降では生徒一人一人を個
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別に扱った時にどのような成長をしていくかについて分析を行う。 

 生徒の将来の成績は現時点でどれくらい決まっているか？  

 まずこの節では児童・生徒の将来の成績は現時点でどれくらい決まっているかという点

について検討する。上記では学力についての堅調な推移を観察したわけだが、一方でその分

析の課題は生徒一人一人の多様な成長の個別性を捉えきれていなかったという点である。

成長の個別性とはなんだろうか。例えば、仮に児童・生徒の現在の能力はそのまま完全に将

来の能力に反映されるとする。もしそのようであった時には、児童・生徒の学力は初めから

全て決まっており、生徒の成長は斉一的であると言った結論になるだろう。このような場合

には、学力の成長には個別性がない。当然そのようであれば、そこに学校の指導の余地など

は生まれないことになる。児童・生徒の能力の成長・形成がどれほどあらかじめ決定されて

いるか（predetermined）を把握することは、児童・生徒達の能力の成長の多様性や学校な

どによる介入の余地について知ることにもなる。 

 そして、その個別性を捉えるためには、まずもってそもそもどの程度個別性があるのかを

把握する必要がある。単純な児童・生徒の学力の個別性であれば、埼玉県全域でどの程度学

力に幅があって分散しているかを観察すればいい。一方で、今回知りたいのは児童・生徒の

成長の個別性の程度である。そのため必要なのは、児童・生徒達の成長が個人ごとにどれほ

ど違うかという値である。この節では回帰分析を用いて「過去の学力や学習方略・非認知能

力・家庭要因がどれほど現在の学力を説明するか」という分析を行うことで、児童・生徒達

の成長のパターンにどの程度幅があるがを具体的な数字で知ることを目的とする。 

 分析はデータを学年集団ごとに分けて回帰分析を行い、次の様な式で推定を行なった。推

計結果について表 1 に記載した4。 

  

                                                      

4 なお、推定値を比較するために能力に係る変数は平均 0、分散１に正規化を行なってい

る。 
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表 1 現在の能力と過去の能力の関係性 

2018 年度の学力及び学習方略・非認知能力を被説明変数、過去の学力及び学習方略・非認知能力を主

要な説明変数とした時の回帰分析の結果を示した。能力に係る変数は全て平均 0、分散１に正規化を行

なっている。分析は 2018 年度に所属する学年で分けた学年集団ごとに分析を行った。各セルは一つの

回帰分析の結果を示している。推定された係数は全て 1%の水準で統計的に有意だった。 
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 回帰表から分かることを次にまとめていく。第一に、学年が上がるほど能力の積み重ねの

重要度が上がっていくことが分かった。この関係性を把握するためには、過去の能力が現在

の能力に対して与える影響の大きさを分析するため過去の能力に係る係数推定量を確認す

る。もしもこの推定された係数推定量が 1 の場合には、ある生徒の学力が学年集団の中で

2017 年度の中で中央値程度であった場合、その生徒の 2018 年度の学力も中央値程度であ

ることを示す。逆に 0 であれば、前年度の学力は今年度の学力に影響を与えていないこと

を指す。例えば 2018 年で中学 2 年生の学年集団の算数・数学について確認する（上段の表

9 列目）。そのとき 1 年前の算数・数学の学力にかかる係数推定量は 0.65 で正に有意であ

る。このことは１年前算数・数学のスコアが高い児童・生徒は現在も算数・数学のスコアが

高い傾向にあることを示している。そして加えて重要な点として、その傾向の大小を 0.65

という値は示していることを挙げることができる5。すなわち、0.65 という値は 1 年前の

2017 年度に IRT によって算出されたスコアが他の児童・生徒と比べた時に 1 だけ高かった

児童・生徒は翌年の 2018 年においても他の児童・生徒と比べて平均的に 0.65 だけ高くな

ることを指し示す。そのため、推定された係数の大きさは影響の大小と解釈することが可能

である。例えば、中学 3 年生の学年集団を見ると係数の推定量は 0.91 であり、中学 2 年生

の学年集団を対象にした時の 0.65 の値より大きな値になっていることを観察することがで

きる。つまり学年が上がった中学 3 年生の方が中学 2 年生の時よりも、1 年前の学力の影響

の程度が大きいということである。同様の傾向をすべての学年及びすべての科目若しくは

学習方略・非認知能力で観察することができる。これらの事実を平易な言葉に直せば、能力

形成において学年が上がるについて過去の能力の積み重ねが重要になってくると言い換え

ることができるだろう。 

 第二に、過去の能力の中でもより直近の能力であればあるほど現在の能力との関係性が

強いことが分かった。この関係性を確認するため、回帰表の説明変数による係数推定量の違

いを確認する。例として国語の中学３年(上段の表 5 列目)について確認する。１年前の学力

がもつ影響力は 0.84 である一方、３年前の学力が持つ影響は 0.63 であり、より直近の学力

であるとき強い影響力を持っていると言える。この傾向は広く国語だけでなく、算数や学習

方略・非認知能力においても同様である。これらのことから、1 年前の能力が持つ現在の能

力への影響が一番強いという側面を観察することができる。これは、能力は蓄積していくも

のであり継続的な促進が必要という理解を裏付けるものである。すなわち、能力は蓄積され

ていくため、3 年前の能力よりも 1 年前の能力の方がより現在の学力と近しく相関が強いと

考えることができる。 

 第三に、過去の能力の影響力の強さは算数が一番強く、その次に国語と並び、学習方略・

非認知能力は過去の能力の影響を比較的受けない。この関係性は、同じ学年集団で被説明変

                                                      

5 IRT によって算出されたスコアで 1 違うというのは、わかりやすく偏差値で読み替える

と偏差値が 10 違うことである。 
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数を変えた時の係数推定量の大小を確認することで把握することが可能である。例えば算

数について中学 3 年生（2018 年度）の学年集団を見れば(上段の表 10 列目)１年前の学力が

もつ影響力は 0.91 である一方、国語については１年前の学力がもつ影響力(上段の表 5 列

目)は 0.84 であり、学習方略については 0.68 という値になっている。ここでの係数推定量

は過去の能力の影響の強さを表すため、この係数推定量の関係性は算数・数学は国語よりも

過去の能力との相関が強く、学習方略・非認知能力は学力に比べると過去の能力との相関が

低いという関係性を示す。また、この関係性は概ね学年集団に関わらず成り立っている。こ

のような結果となる理由として、国語に比べると算数・数学は知識を積み上げて学習する必

要があり過去の学習の蓄積が重要であるからと言う点を挙げることができる。一方で、学習

方略・非認知能力と国語や数学の差は、片や心理的なスコアであり片や認知能力を表すスコ

アであるため単純な比較は容易ではない。 

 第四に、現在の能力のうち児童・生徒の 2 年間の変化による決定割合は学力では多くと

も 50%程度である一方、学習方略・非認知能力では多くとも 30%程度である。児童・生徒

の変化とは「通塾するようになった」「学習へ動機付けされるようになった」といった児童

や生徒自身の一人一人の変化や学校や教員によるインプットの質の変化などありとあらゆ

るものを指す。この関係性を確認するため、ここでは各分析の決定係数（R2）を確認する。

決定係数とは説明変数で被説明変数をどの程度説明できるかを表す値であり、今回の分析

で言えば「過去の生徒の能力によって現在の学力をどの程度説明できるか？」を表す。全て

の生徒が一様に昨年度に比べて IRT のスコアが 1 伸びていれば、それは過去の能力のみで

現在の学力を完全に説明することができるため、決定係数は 100%となる。逆にこの値が

100%でない時には、能力の成長パターンに一人一人の異質性があることや、学校や教員に

よる過去 1 年間のインプットが影響を及ぼした可能性などを指摘することができる。例え

ば表 1 において 2018 年で中学 2 年生の学年集団の算数・数学のスコアについて考える（上

段 9 列目）。1 年前の算数・数学のスコアを用いて現在の算数・数学のスコアを推定したモ

デルでは R2 は 58%あることを確認することができる。この値はすなわち、現在の算数・数

学の能力のうち 58%は 1 年前以上に形成されたものであって、今年 1 年の影響は 42%程度

であるということを指す。 

 この決定係数を解釈していくと、2 年前の能力を基に現在の能力がどの程度に達している

のかを説明できる割合は算数や数学若しくは国語では 50％程度であるのに対して、学習方

略・非認知能力については 20%-30%程度である。すなわち学力の方が過去の能力による決

定割合は高く、学習方略・非認知能力については過去の能力による決定割合は小さいことを

示す。逆に言えば、過去の能力で説明できない割合、この 2 年間の変化に係る割合は、認知

能力については 50%程度であるのに対し、学習方略・非認知能力については 70%程度であ

る。算数や数学、国語などの認知能力については上記の通り能力を積み上げていくことが重

要であるため 2 年前段階では既に学力は相当程度形成されている一方で、学習方略・非認

知能力については可塑的であることを示唆する結果となっている。つまり、学校などでの児
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童・生徒のきめ細かい指導やサポートなどの配慮による効果は学習方略・非認知能力に与え

る影響の余地の方が、認知能力に与える影響の余地に比べて大きいということになる。この

結果自体は 2017 年度報告書でも報告した内容ではあるが、その一方で具体的な値を持って

確認できたことは非常に大きい。 

 ただし決定係数の解釈については注意点がある。すなわち、被説明変数にしている諸能力

（アウトカム）についてのランダム性についての議論ができていないという点である。上記

では決定係数は「過去の能力によって現在の学力はどの程度説明できるか」を表すと記した

が、その場合説明できない要因として「アウトカムが元々ランダムな変数だったから」とい

う要因を挙げることができる。例えば、算数のテストをとってみても同難易度のテストを繰

り返し行なったとて毎回同じ成績を記録するわけではなく、一定程度散らばると考えるこ

とができる。この散らばりを決定係数は含めることができない。上記では「過去の能力で説

明できないということは、その間に生徒に個人的もしくは環境的な変化が訪れたからであ

る」と解釈しているが、そもそもアウトカムがランダムであったら説明できないのは至極当

たり前ということになる。本稿では、学力及び学習方略・非認知能力共にそのようなランダ

ム性が低いことを前提に議論しているが、この限界については十分に注意しなくてはなら

ない。 

 以上の解析をまとめれば、過去の能力は相当程度現在の能力を説明する一方で、完全に規

定しているわけではない。児童・生徒の成長は多様で、そのため学校や教師などの要因が児

童・生徒の成長に寄与する余地は十分ある。次の説では、継続的に成長を続ける児童・生徒

の特徴を観察していく。 

 

 どういう生徒の学力が伸び続けているのか 

この節ではどういう児童・生徒が継続的な学力の形成に成功しているかについて考える。

2.1 の分析においては元々の学力によって現在の学力がどの程度規定されているかの分析

を通して、児童・生徒の成長パターンの多様さについて分析を行った。その結果、その値の

大小こそ判断は難しいものの、ある程度児童・生徒一人一人の成長のあり方には違いがある

ことを確認した。しかし、その分析は「児童・生徒一人一人の間にはどの程度違いがある

か？」という質問に対しては一定の回答を与える一方で、重要な関心がある「伸び続ける児

童・生徒はどういう児童・生徒であるか？」という質問に対する回答になっているわけでは

ない。本節はそのための最初の検討を行うことを目的とする。本節ではまず児童・生徒達の

成長を１年ごとに「上昇」「下落」「維持」の３区分に分けて計測し、その区分を 4 年間蓄積

することで児童・生徒の成長パターンを計測した。その後、それぞれの成長パターンごとに

児童・生徒達の日々の生活がどのように変わっていっているかを測定することで、「学力が

伸び続ける児童・生徒」というのはどのような児童・生徒であるかを考える。 

 まず児童・生徒達の１年ごとの成長を３区分に分け、その区分分けは児童・生徒たちの学

年における学力の変化を計算することで求める。児童・生徒の成長パターンは一人一人当然
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違うため、それらを集約して大勢を把握するためには幾らかの捨象をする必要がある。本節

では学力の成長についての細かい値を捨象して、１年ごとに「学力レベルが上昇した（以降、

「上昇した」と記述）」「学力レベルが下がった（以降、「下落した」と記述）」「学力レベル

は変わらなかった（以降、「維持された」と記述）」の 3 区分に分けることにする。また「上

昇した」か「維持された」か、あるいは「下落した」か「維持された」かを判別するために、

一定の値6よりも能力が上昇したかどうかを基準にしたが、この値をある程度動かしてもこ

の後の議論には大差がないことを確認してある。また学力として、国語と算数・数学の年度

ごとの成績を足し上げした値を用いている。 

 次に成長パターンとして、この「上昇」「維持」「下落」の区分けに応じた成長区分を 2015

年から 2018 年の 4 年間に対して個人ごとに計算した。そのため理論的には成長パターンは

27 パターンあることになる。実際にパターンごとの割合を表 3 に記載した。 

 それではこれらのパターンごとにどのような生活を送っている児童・生徒であったかを

経年で観察しパターンごとの特性を考える。実際には表 2 に記載した児童・生徒質問紙へ

の回答を用いる。 

                                                      

6 この値は毎年の IRT のスコアの学年集団の中での分位点において計算している。20 分位

数取った時に 1 分位点程度変化するか否かで「上昇した」か「維持された」か、あるいは

「下落した」か「維持されたか」を計算した。またこの 1 分位点という値そのものは、す

べての区分にある程度人数が出てくるように定めたものである。 
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表 3 児童・生徒の成長パターン 

児童・生徒の学力の成長パターンを計算し、その全てのパターンごとにどの程度の児童・生

徒が該当したかを学年集団ごとに掲載した。学力は国語と算数・数学の足し上げによって計

算した。成長パターンは、学力の成長を児童・生徒の 1 年間の学力レベルの上昇があった場

合「UP」、学力レベルの低下があった場合「DOWN」、学力レベルに変動がなかった場合

「STAY」とした。 
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図 3 学力形成パターンと学習方略及び非認知能力の関係 

学年経過と学習方略、及びセルフコントロール尺度がどのように推移したかをプロットした。横軸は年度、

縦軸は平均を示す。図表は全て、2018 年度に中学 3 年生だった生徒のうち 2015 年での学力の分位点が 10

分位点（20 分位）だった児童・生徒を対象にしている。実線（青）は 4 年間で学力レベルの下落が 2 回以上

発生した児童・生徒、破線は 4 年間で学力レベルの変動が 1 回以下だった児童・生徒を示す。また分析の際

には、学習方略及びセルフコントロール尺度は年度間の比較のため、標準化を行なっている。 
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できる。すなわち、学力の順調な成長ができていないグループ（直線）では、教員から受け

ているインプットの量が相対的に減少しているのである。学校は教員が児童・生徒の知識を

伝達する場所であるため、このインプットに差が生まれている場合、学力形成にも影響があ

るというのは、十分に想定される話である。ここで注意しなくてはならないのは、必ずしも

「教員からのインプットを受けていない」ことを理由として「学力が下がった」と主張する

のには至らないという点である。学力の形成が芳しくなかったことを理由として教員から

のインプットが減ったという可能性もあり、そこでの因果関係には注意を払う必要がある。 

 以上をまとめれば、継続的な学力成長があった児童・生徒に特徴的だった性質として、学

習時間などに経時的に差が生まれているということ、及び教員からの指導などにも経時的

に差が生まれているということである。すなわち、もともと同じような児童・生徒であって

も、時間的経過の中で差が生まれてきている。児童・生徒を継続的にサポートし、そのよう

な差がいつ生まれているかを把握しケアしていくことが重要なのかもしれない。 

また継続的な学力成長があった児童・生徒は比較的学習方略・非認知能力が高い生徒であっ

たという傾向があった。この点については次の節でさらに詳細に検討することとする。 

 

 過去の学習方略・非認知能力はどのように学力と関係しているのか 

 この節では過去の学習方略・非認知能力が学力に与える影響について分析を行う。2.2 の

図 3 では成績が 3 年間で 2 回下がった児童・生徒たちの学習方略・非認知能力にはもとも

と大きく差があることを確認した。この事実を素朴に解釈すれば、3 年前の過去の学習方

略・非認知能力が学力の継続的な形成に影響を与えているということになる。しかし一足跳

びにそのような理解をする前に、学習方略・非認知能力が学力と関係を持つプロセスを検討

する必要がある。例として次のようなケースを考えよう。小学生まで地元の小学校の中では

優秀な成績で自己肯定感が高かった児童が、中学校では成績が平均的に高い学区域の中学

校に通うことになり、結果として自己肯定感が低下したとする。この場合、児童の「過去の」

高い自己肯定感は中学校における成績とどのような関係にあるのだろうか。インパクトが

大きいのは今現在の低い自己肯定感であって、過去の高い自己肯定感は重要ではないのか

もしれない。一方で、過去の高い自己肯定感の中から生まれた学習への態度などが重要な意

味を持っていて、現在の低い自己肯定感は直接学力に対して重要ではない可能性もある。こ

の例のように、継続的な能力形成においてはいつ時点での学習方略・非認知能力が学力と高

い関係があるのかという問題は複雑であると同時に重要な問題でありうる。 

 

𝑦𝑖,𝑡
𝑐 = 𝛼 + 𝛽1𝑦𝑖,𝑡−1

𝑐 + 𝛽2𝑦𝑖,𝑡−2
𝑐 + 𝛽3𝑦𝑖,𝑡−1

𝑛 +  𝛽4𝑦𝑖,𝑡−2
𝑛 + 𝜖𝑖𝑡 

 

𝑦𝑖,𝑡
𝑐 は生徒 i の t 期における学力の値を指す。実際には学力の値の候補として算数・数学と国

語の値を用いる。𝑦𝑖,𝑡
𝑛 は生徒 i の t−1 期における学習方略・非認知能力の値を指す。学習方

略・非認知能力の値としては、学習方略及びセルフコントロール尺度、自己効力感尺度、勤
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 学校の効果について 

 学校の学力付加価値 

２では児童・生徒の長期的な成長について考えたが、その際「どのようにすれば児童・生

徒の能力が上がるか」という点については重要な示唆を得ながら限定的な理解に止まった。

しかし、重要なのはどのような方法が児童・生徒達の成長に寄与するかということであるこ

とについては論をまたないだろう。特に公的教育においては学校の内部で行えるような施

策の中で、どのような手段が有用であるかについて示唆を得ることは埼玉県学力調査にお

いて非常に重要な課題である。 

 そのため、この節では学校が生徒の能力の上昇にもつ影響について考える。公教育の中で

生徒に働きかける主体としては学校や教員もしくは教育委員会などが重要な登場人物であ

るが、埼玉県全域で取れるデータとして今回は学校が児童・生徒の成長に与える影響につい

て考える。すなわち、児童・生徒の能力を伸ばした学校とそうではない学校の間にはどのよ

うな違いがあるかについて考える。 

 さて、その時に重要なのはどのようにして学校の効果を測定するかである。学校の効果を

測定する方法としてもっとも素朴なのは、学校の児童・生徒の学力の平均を用いるものであ

る。このようにして平均の学力の高低を用いた学校の評価は現在多くの場所で用いられて

いる。しかし、この手法には大きな問題がある。すなわち、その学校に入学してくる児童・

生徒の元々の学力や家庭環境に学校の成績の平均の多くは依存する。２で分析した通り、1

年間を通した学力の形成要因のうち 80%は前年度学力である。そのため、元々の能力の高

い生徒が多く在籍する学校の方がこの方法で評価すると良い学校であると判断されやすい。 

 学校に置いて重要なのは在籍している生徒の元々の学力ではなく、在籍中に学校が生徒

の能力をどれだけ伸ばすことができたかであるはずだ。そのような観点で考えた時に近年

の分析で多く用いられるのが、生徒の 1 年間の能力の伸びで判断する方法である。この伸

びのことを、元々の能力に対しての増分を評価することから付加価値（Value Added）と呼

ぶ。この方法で評価した場合、生徒の元々の能力の高さや家庭環境由来の要因などを評価の

対象から除くことができるため、学力の平均値そのものを対象とするよりも良いと考える

ことができる。 
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 学校の施策・取組と学校の学力付加価値の相関 

次に学校における施策の取組が学校の付加価値にどのような影響を与えたかについて考

える。埼玉県学力調査では学校に質問紙を送って、1 年間の学校の状況や施策の程度につい

て尋ねている。具体的にどのような質問をしているかは表 5 表 6 表 7 に掲載した。この情

報を利用して学校付加価値と学校における施策の取組の間の相関を計算し、どのような施

策に効果があるかについて示唆を得ることを試みる。 

 施策の数は非常に数が多く、そのすべての相関を計算すると統一的に解釈をしていくこ

とは非常に困難である。そのため、ここでは質問への回答を、その大項目ごとに標準化を行

なったのちに主成分分析をかけてその第一成分を取り出すことで 8 項目にまとめた8。今後

はこの 8 つの大項目と学校付加価値の間の関係性について解析を行う。実際の相関表を図 

10 に掲載した。上段が小学校、下段が中学校での相関を指す。また表において統計的に有

意ではないものは、全て空白にした。 

 結果として、第一に、小学校の方が中学校に比べて学校付加価値と学校質問紙の間の相関

が強いことを指摘することができる。すなわち、下段の中学校は統計的に有意になっている

箇所が少なく、上段の小学校では多くの項目で統計的に有意となっている。すなわち、学校

施策がもたらす影響の大きさは小学校の方がより強いという可能性がある。 

 第二に、学校の能力付加価値は「学年の状況」との相関が比較的強く、そこには影響関係

があることを指摘することができる。「学年の状況」とは学年のいじめや不登校、暴力事件

の数などを表す値であり、これらの項目は施策というよりも学年の状況を表すような項目

である。「学年の状況」について図 10 を確認すると小学校でも中学校でも全ての能力に対

して 0.1 – 0.3 程度の相関がある。例えば、中学校の「学年の状況」と国語の能力付加価値

の間の相関は 0.24 と比較的高い値になっている。すなわち、いじめや不登校、暴力事件な

どが少ない学校ほど、学校の付加価値が高まる傾向があるということである。 

 上記の分析からいじめや不登校などの件数の大小と学校の付加価値の間には強い関係性

がある可能性を指摘した。いじめや不登校などの発生の大小は学校の学習環境の適切さと

密接な関係性があると考えることができ、上記の関係性はその一つの証拠として捉えるこ

とができる。すなわち、いじめの問題や学級崩壊などが学級で発生しているような場合、そ

の学級での学習は満足に行えず能力形成にも影響を与えている場合がありうる。この学校

での学習環境の適切さについては 2017 年度の報告書でも検討した内容であり、そこではや

はり学校の学習環境の適切さと学校での成績の間には一定の関係があることを報告してい

る。上記の分析はより一層「学習環境の適切さ」の重要性を訴えるものである。 

 学習環境と学校施策 

では「適切な学習環境」はどのように達成されるのだろうか。そこで次に、どのような学

                                                      

8 すべての主成分分析において第一成分による説明割合が十分にあり、また対応する固有

ベクトルではすべての質問回答の符号は一致していることを確認している 
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表 5 学校質問紙（「学力向上に向けた取組」など） 

大項目 質問単位 質問項目

学力向上に向けた取組 学校 児童の学力について、現状把握と分析を行い、課題を把握しましたか

学校 授業改善の必要性について、共通理解を図りましたか

学校 学校の課題を明確化した上で、目標を重点化しましたか

学校 目標達成に向けて、学校の組織的な取組や教職員の具体的な行動が示されていましたか

学校 他校の取組や研究を参考にしていましたか

学校 学校の現状・分析・課題等について、教職員の間で話し合う機会を設けましたか

学校 校内で教員同士が授業を見合う機会はありましたか

学校
県教育委員会（あるいは教育事務所）が学力向上に関して貴校を訪問する回数はどれくらいありまし

たか（教育事務所が実施している定例の訪問を除きます）

学校
教科等を相互に関連付けて思考力・判断力・表現力等を育む指導について、教職員で共通理解を図り

ましたか

教職員の取組 学校
学校の教育目標やその達成に向けた方策について、全教職員の間で共有し、取組に当たっていました

か

学校 教職員は，授業研究に意欲を持って取り組んでいましたか

学校 教職員は、校内外の研修や研究会に参加し、その成果を教育活動に積極的に反映させていましたか

学校 教職員と児童は、互いに友好な関係にありましたか

学校 教職員同士が、お互いに助け合う協力的な雰囲気がありましたか

学校 教職員は、学校の意思決定に積極的に参加していましたか

学校 学級・学年運営の状況や課題を全教職員の間で共有し、学校として組織的に取り組みましたか

学校 休み時間などの短い時間でも，授業や教育実践に関する話が教員間で交わされていましたか

学校 児童に対して、自分のよさや成長を実感させるような具体的な活動を行いましたか

学校
児童一人一人の悩みの相談にのるなどの個人面談を年間何回行いましたか（臨時の相談等は除きま

す）

学校 児童に対して、将来就きたい仕事や夢について考えさせるような具体的な活動を行いましたか

管理職の学校の管理・運営 学校
目指す学校像や年度の重点目標等を決めるにあたり、職員会議以外の場で教職員から意見を聴取する

機会を設けていましたか

学校 教員の授業の様子をどの程度見てまわりましたか

学校 授業改善をするために、教員間で話し合うような働きかけををどの程度行いましたか

学校 校外での研修の参加を奨励しましたか

学年の状況 学年 遅刻

学年 不登校

学年 学習規律の確保

学年 暴力行為や児童同士のトラブル

指導について 学年

長期休業日を利用した補充的な学習サポートを実施しましたか（夏休みや冬休み、春休みなどの長期

休業日のうち、補充的な学習サポートを実施した日数の累計について、当てはまるものを選んでくだ

さい）

学年 家庭学習の課題（宿題）を計画的に与えましたか

学年
与えた家庭学習の課題（長期休業期間中の課題を除きます）についての評価・指導を計画的に行いま

したか

学年 家庭学習の取組として、調べたり文章を書いたりしてくる課題（宿題）を与えましたか

学年 家庭学習の取組として、家庭での学習方法等を具体的な例を挙げながら教えましたか
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表 6 学校質問紙（「科目の指導」） 
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表 7 学校質問紙（「英語の指導」など） 
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図 10 学校施策と学校固定効果の相関 

推定された学校の固定効果と各々の学校に尋ねた学校施策の状況の間にある

関係の行列を表示している。学校施策の状況は表 5 表 6 表 7 に載せた回答

を項目分類ごとに主成分分析をかけた時の第一因子を取り出して分析対象と

した。各々の値は被説明変数を学校の固定効果、説明変数を学校施策の状況

とした単回帰分析の傾きを示している。また推定された傾きが 5%の水準で統

計的に有意になっているものだけを表示した。各々のセルの色は相関の大き

さに応じて定めた（凡例参照のこと）。 
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施策が総体的に良い学級経営に結びついている可能性である。つまり、「この手法を行うこ

とが学級経営に結びつくのだ」という単一的な見方ではなく、児童・生徒一人一人を見据え

た現場の不断の努力が様々な施策として結びつく一方で良い学級経営とも結びついている

と考えることができるという見方である。もともと今回分析の対象としているのは主成分

分析によってまとめた概念的なスコアであるため、そもそも具体的な学校側での施策学級

経営を直接的に示しているわけではない。そのためその解釈としても、大勢として学校の取

組全般が効果を持ったと考えることが妥当でありうる。もう一つとしては、児童・生徒への

教育資源として直接的に関わってくる項目か否かである。すなわち、有意な関係性が得られ

なかった「管理職の管理運営」や「学力向上に向けた取組」は、児童・生徒と良い関係を築

けたかどうかというよりむしろ学校全体としての施策運営になる。そのため、児童・生徒の

学級の雰囲気そのものとの関係が薄かったという可能性がある。 

  以上をまとめれば、学級経営に良い関係性を持ちうる学校の取組として以下を指摘する

ことができる。すなわち、いじめ、暴力などを少なくしていくための学校の施策や、保護者

との密接なコミュニケーションをとっていくことが児童・生徒たちの安定した学習環境を

維持していくのに重要な働きをし得る。また「落ち着いた学級づくり」という観点において

は特定の学校の施策というよりむしろ、学校総体的な取組が良い効果を持つ可能性がある。

上記の分析には課題も多いが、学級経営に関係がありうる学校側の施策についての可能性

を解析結果は示唆している。今後、さらなる精査をしていく必要がある。 

 

 付録  

 埼玉県学力調査における主要な変数 

A) 学力 

 埼玉県学力調査では学力の値を項目反応理論によって推計している。このため、古典的な

テスト理論に基づく素点方式や偏差値方式などとは異なり、調査時点や学年によらずに生

徒の学力を比較することができる。推定された学力は-5.8 から 5.8 の値を取り、生徒の学年

があがるにつれて上昇していく傾向が見て取れる。 

 

B) 学習方略 

 学習方略とは、学習の効果を高めることをめざして生徒が意図的に行う活動を指す心理

尺度である。埼玉県学力調査で Sakurai et al. (2007)及び佐藤•新井 (1998)を参考に調査項

目を設けて学習方略を調査している。実際の質問項目が表 9 の通りである。細かくみると

柔軟的方略（学習の進め方を自分の状態に合わせて柔軟に変更していく方略）、プランニン

グ方略（計画的に学習に取り組もうとする方略）、作業方略（ノートに書いたり、声に出し

たりといった、「作業」を中心として学習を進める方略）、人的リソース方略（友人を利用し

て学習を進める方略）、認知的方略（理解や精緻化、集中力と言った認知的な働きを重視し

て学習を進める方略）、努力調整方略（「苦手」などの感情をコントロールして学習への動機
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を高める方略）の６つのカテゴリにわかれている 。 

 具体的な学習方略のスコアを次のように計算する。すなわち、各質問項目について、大き

い方がより学習方略に対して習熟していることを示すように全て足しあげて学習方略の値

としている。 

 

C) 非認知能力 

 埼玉県学力・学習状況調査では、質問紙調査の中で、「自制心」（小 4・中 1）、「自己効力

感」（小 5・中 2）、「勤勉性」（小 6・中 3）を（ ）内の学年を対象にして計測している。自

制心とは自分の意思で感情や欲望をコントロールすることができること、自己効力感とは

自分自身に対する有能感や信頼感があること勤勉性とは物事を粘り強く続けていくことが

できる力があること、である。この質問は、一般に心理学で心理現象を測定する方法として

用いられる「心理測定尺度」といわれる手法で、Tsukayama et al. (2013)、Barbaranelli et al. 

(2003)及び Pintrich and de Groot (1990)で開発した自制心、勤勉性、自己効力感などの心

理測定尺度を、日本語に翻訳した後、国内の調査を経て、妥当性が検証されているものであ

る。実際に本調査で用いられた質問項目を表 10 に記した。学習方略と同様、各質問項目に

ついて大きい方がより高い非認知能力を示すように、全て足しあげて作成している。 

表 9 質問項目：学習方略 

細項目は全て学習方略の下位分類になっている。学習方略の値はこの表の全ての質問項目

を足しあげて作成している。全て 5 段階の順序尺度で尋ねている。 
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表 10 質問項目：非認知能力 

全て 5 段階の順序尺度で尋ねている。 

 

 

 

 引用文献 

Barbaranelli, C., Caprara, G.V., Rabasca, A., Pastorelli, C., (2003). A questionnaire for 

measuring the Big Five in late childhood. Personality and Individual Differences 34, 645–664. 

Pintrich, P.R., de Groot, E. V., (1990). Motivational and self-regulated learning components 

of classroom academic performance. Journal of Educational Psychology 82, 33–40. 

Tsukayama, E., Duckworth, A.L., Kim, B., (2013). Domain-specific impulsivity in school-age 

children. Developmental Science 16, 879–893. 

佐藤純, 新井邦二郎, (1998). 学習方略の使用と達成目標及び原因帰属との関係. 筑波大学

心理学研究 115–124. 

桜井茂男, 松井豊, 堀洋道, (2007). 心理測定尺度集〈4〉子どもの発達を支える“対人関係・

適応.” サイエンス社. 


